
4。 年金

I   I 
新しい年金制度の創設

○「所得比例年金」と「最低保障年金」の組み合わせからなる一つの公的年金制度にすべての人が加入

する新しい年金制度の創設について、国民的な合意に向けた議論や環境整備を進め、引き続き実現に

取り組む。

<所得比例年金 (社会保険方式)>
○ 職種を問わず全ての人が同じ制度に加入し,所得が同じなら同じ保険料、同じ給付
○ 保険料は15%程度 (老齢年金に係る部分 )
○ 納付した保険料を記録上積み上げ、仮想の利回りを付し,その合計額を年金支給開始時の平均
余命などで割つて、毎年の年金額を算出

<最低保障年金 (税財源)>
○ 最低保障年金の満額は7万円(現在価額 )
○ 生涯平均年収ベース(=保険料納付額)で一定の収入レベルまで全額を給付し、それを超えた点
より徐々に減額を行い、ある収入レベルで給付額をゼロとする。
○ すべての受給者が、所得比例年金と最低保障年金の合算で、概ね7万円以上の年金を受給できる

制度とする。

:☆ 国民的な合意に向けた議論や環境整備を進め、平成25年の国会の法案提出に向けて、引き続き検討 :

: する。                                               ・
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4。 年金

I現行制度の改善
(1)基礎年金国暉負担2分の1の恒久化

〇 年金財政の持続可能性の確保のため、税制抜本改革により確保される安定財源により、基礎年金国庫
負担2分の 1を恒久化する。

: ☆ ,肖費税引き上げ年度から消費税財源による国庫負担2分の1の恒久化。

☆ 平成24年度から消費税引き上げ年度の前年度までの間について、国庫負担2分の 1と36.5%の
差額に相当する額を、消費税引上げにより確保される財源を活用して年金財政に繰り入れる。

☆ 具体的な措置内容は予算編成過程を通じて検討し、必要な法案を来年の通常国会に提出。     :



4.年金

(2)最低保障機能の強化
〇 年金制度の最低保障機能の強化を図り、高齢者等の生活の安定を図るため、以下の改革を行う。

①低所得者への加算
低所得者である老齢年金受給者に対し、基礎年金額に対する一定の加算を行う。
②障害基礎年金等への加算
老齢基礎年金の低所得者に対する加算との均衡を考慮し、障害者等の所得保障の観点から障害ロ

遺族基礎年金についても、一定の加算を行う。
③受給資格期間の短縮
無年金となっている者に対して、納付した保険料に応じた年金を受給できるようにし、また、将来の
無年金者の発生を抑制していく観点から、受給資格期間を、現在の25年から10年に短縮する。

:☆ ,肖費税引き上げ年度から実施する。
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:☆ 具体的内容について引き続き検討を進める。税制抜本改革とともに、来年の通常国会への法案提 ILLに

(3)高所得者の年金給付の見直し

○ (2)の最低保障機能の強化策の検討と併せて、高所得者の老齢基礎年金について、その一部 (国庫
負担相当額まで)を調整する制度を創設する。

「
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:☆ 具体的内容について引き続き検討を進める。税制抜本改革とともに、来年の通常国会への法案提出に :
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4。 年金

(4)物価スライド特例分の解消
○ かつて特例法でマイナスの物価スライドを行わず年金額を据え置いたこと等により、25%、 本来の年金
額より高い水準の年金額で支給している措置について、世代間公平の観点から、早急に計画的な解消を
図る。

:☆ 平成24年度分の年金額から実施する(実施時期及び解消期間要検討)。             :

:☆ 来年の通常国会に法案提出。

(5)産体期間中の保険料負担免除

○ 次世代育成の観点から、厚生年金の被保険者について、育児休業期間に加え、産前・産後休業期間中
も、同様に年金保険料は免除し、将来の年金給付には反映させる制度の対象とする。

:☆ 子ども・子育て支援施策という位置づけで、早期の実施を図る。

:☆ 来年の通常国会への法案提出に向けて引き続き検討する
=

(6)短時間労働者に対する厚生年金の適用拡大

○ 働き方に中立的な制度を目指し、かつ、現在国民年金に加入している非正規雇用者の将来の年金権を
確立するため、厚生年金適用事業所で使用される短時間労働者について、厚生年金の適用を拡大する。
3(2)の被用者保険への適用拡大と併せて実施。
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」】:語T=ミエリ…☆ 厚生年金の適用対象となる者の具体的範囲、短時間労働者が多く就業する企業への影響に対する :

配慮等の具体的制度設計について、実施時期も含め引き続き検討する。来年の通常国会への法案提出 :

に向けて、関係者の意見を聴きながら引き続き検討するこ                    :
引き続き総合的な検討を行う。    :☆ 第3号被保険者制度の見直し、配偶者控除の見直しとともに、
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4。 年金

(7)被用者年金―元化

○ 被用者年金制度全体の公平性・安定性確保の観点から、共済年金制度を厚生年金制度に合わせる
方向を基本として被用者年金の一元化を行う。具体的には、公務員及び私学教職員の保険料率や給付
内容を民間サラリーマンと同一とする。

:☆ 平成19年法案をベースに、一元化の具体的内容について引き続き検討する。関係省庁と調整の上、 :
: 来年の通常国会への法案提出に向けて引き続き検討する。                   :

(8)第3号被保険者制度の見直し

○ 第3号被保険者制度に関しては、国民の間に多様な意見がなおあることを踏まえ、不公平感を解消する
ための方策について、新しい年金制度の方向性(2分2乗 )を踏まえつつ、引き続き検討する。

:☆ 短時間労働者への厚生年金の適用拡大、配偶者控除の見直しとともに、総合的な検討を引き続き行う。:

(9)マクロ経済スライドの検討

○ デフレ経済下においては、現行のマクロ経済スライドの方法による年金財政安定化策は機能を発揮
できないことを踏まえ、世代間公平の確保及び年金財政の安定化の観点から、デフレ経済下における
マクロ経済スライドの在り方について見直しを検討する。

:☆ マクロ経済スライドの適用については、(4)による物価スライド特例分の解消の状況も踏まえながら、 三
: 引き続き検討。



4。 年金

(10)在職老齢年金の見直し

○ 就労意欲を抑制しているのではないかとの指摘がある60歳代前半の者に係る在職老齢年金制度に
ついて、調整を行う限度額を引き上げる見直しを引き続き検討する。

:☆ 就労抑制効果についてより慎重に分析を進めながら、引き続き検討を行う9.¨……………̈……………………………1

(11)標準報酬上限の見直し

○ 高所得者について、負担能力に応じてより適切な負担を求めていく観点に立ち、厚生年金の標準報酬
の上限について、健康保険制度を参考に見直すことなどを引き続き検討する。

:☆ 平均標準報酬の動向等を踏まえながら、引き続き検討を行う。                 :

(12)支給開始年齢引き上げの検討

〇 世界最高水準の長寿国である日本において、現在進行している支給開始年齢の引き上げ(注 )との関係
や高齢者雇用の進展の動向等に留意しつつ、中長期的課題として、支給開始年齢の在り方について検討
する。  (注 )現行の引き上げスケジュールは、男性2025年まで、女性2030年まで
: ☆ 将来的な課題として、中長期的に検討を行う。(来年の通常国会への法案提出は行わない)    :

(13)業務運営の効率化
○ 現行の年金制度の改善及び新しい年金制度を検討するに際しては、年金制度を運用するための業務
処理体制やシステムに関する現在の課題にも適切に対処していくことが必要であり、業務運営やシステム
の改善を図る。

，
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5。 就労促進、ディーセント0ワ…ク(働きがいのある人間らしい仕事 )の実現

(1)高年齢者雇用対策、有期労働契約、パートタイム労働対策、雇用保険制度

○ 「全員参加型社会」や「ディーセント・ワーク」の実現、重層的なセーフティネットの構築により、社会保障
制度を支える基盤を強化し、「分厚い中間層」を復活させるため、喫緊の課題である高年齢者雇用対策、
有期労働契約、パートタイム労働対策、雇用保険制度について、見直しを行う。

:☆ 労働政策審議会の議論を踏まえ、必要な法案を来年の通常国会へ提出する.          :

<具体的施策>

○ 高齢者雇用対策について、雇用と年金を確実に接続させ、無収入の高齢者世帯が発生しないよう継続
雇用制度に係る基準に関する法制度を整備 (平成25年度の老齢厚生年金の支給開始年齢の引上げまでに

実施することが必要)   _

O有 期労働契約について、有期契約労働者の雇用の安定と公正な待遇を確保するための法制度を整備

○ パートタイム労働対策について、パートタィム労働者の公正な待遇をよリー層確保するため、均等・均衡
待遇の確保の促進、通常の労働者への転換の推進などに関する法制度を整備

○ 雇用保険制度について、現下の厳しい雇用失業情勢や景気の下振れリスクに対応するため、平成23年度
末までの暫定措置の延長等に関する法制度を整備

つ
`



5.就労促進、ディーセント・ワーク(働きがいのある人間らしい仕事 )の実現

(2)総合的ビジョン・若年者雇用対策

○ 上記の有期労働契約やパートタイム労働対策についての議論の成果を踏まえつつ、非正規労働者の
公正な待遇確保に横断的に取り組むための総合的ビジョンの年度内の策定に向けて検討を進める。

○ 若年者雇用対策については、大学生等の厳しい就職環境を踏まえ、ジョブサポーターによる大学への

出張相談の常時実施や年度末時点の未内定者の新卒応援ハローワークヘの全員登録口集中支援など
マンツーマン支援を徹底するとともに、学生の視野の拡大等による中小企業とのミスマッチの解消を図る。
加えて、就職氷河期世代も含め、フリーターヘの正規雇用化支援を一層強化する。



6。 貧困・格差対策の強化(重層的セーフティネットの構築・逆進性対策X一部再掲 )

すべての人の自立した生活の実現に向け、就労や生活の支援を行うとともに、消費税引き上げによる低所得
者への負担に配慮し、低所得者へきめ細や力ヽ こ配慮する。

)社会保障制度における低所得者対策の強化(逆進性対策の実施。一部再掲 )

○ ,肖費税収は全て国民に還元するという観点に立ち、消費税引き上げに伴う低所得者への影響に対する

措置として、以下の措置を(2)、 (3)の措置とあわせて講じ、社会保障における給付等を通じた逆進性対策
をイテう。

① 生活保護基準、各種福祉手当については、物価スライド等の措置により、消費税引き上げによる
影響分を手当額に反映する。

② 低所得の年金受給者に対しては、最低保障機能の強化として加算措置を講じる。(4Ⅱ (2))

③ 医療口介護分野においても、市町村国保の保険料、介護1号保険料における低所得者保険料軽減
の拡充等により、負担軽減措置を講じる。(3(1)、 (7))

④ 長期高額医療の高額療養費の見直しについて検討する。(3(3))

⑤ 社会保障の制度横断的な低所得者の負担軽減策として、総合合算制度創設を検討する。(3(11))

(2)社会保険の適用拡大(再掲 )

短時間労働者に対する被用者保険の適用拡大 (3(2))
短時間労働者に対する厚生年金の適用拡大 (4Ⅱ (6))

Ｏ
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6.貫日・格差対策の強化(重層的セーフティネットの構築0逆進性対策X一部再掲 )

(3)重層的セーフティネットの構築・生活保護制度の見直し

○ 生活困窮者対策と生活保護制度の見直しについて、総合的に取り組むための生活支援戦略 (名称は
今後検討)を策定する。(24年秋目途 )

① 生活困窮者対策の推進
○ 第2のセーフティネットの構築に向け、求職者支援制度に併せ、以下の取組を進める。
i 生活困窮者に対する支援を実施していくための体制整備等を進めるため、国の中期プランを策定
‖ 生活困窮者の自立に向けた生活自立支援サービスの体系化、民間の生活支援機関(NPO、 社会
福祉法人等)の育成・普及、多様な就労機会の創出等を図るため、必要な法整備も含め検討を進める。

② 生活保護制度の見直し

○ 国民の最低生活を保障しつつ、自立の助長をよリー層図る観点から、生活保護法の改正も含め、生活
保護制度の見直しについて、地方自治体とともに引き続き検討する。

J_三壺登墨墨生度!=お主生 な関連施策>
○ 当面の対策として、生活保護制度において、以下の取組を実施する。

① 生活保護受給者の就労・自立支援の充実

○ ハローワークと連携した生活保護受給者に対する就労支援の強化、社会福祉法人やNPOの協力を
得て実施する高齢者等の生活支援の充実、生活保護受給世帯の子どもに対する養育相談等の実施

② 生活保護の適正化の徹底
○ 電子レセプトの効果的活用やジェネリック医薬品の使用促進を通じた医療扶助の適正化、調査手法の
見直しを通じた不正受給対策の徹底

´
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医療イノベーション  8.障害者施策
地方単独事業を含めた社会保障給付の全体像及び費用推計の総合的な整理

7.医療イノベーション

○ 日本発の革新的な医薬品・医療機器等の創出により、健康長寿社会を実現するとともに、国際競争力
強化による経済成長に貢献することを目指す「医療イノベーション」を推進し、以下の取組を進める。

① 国際水準の臨床研究実施により、日本発の革新的な医薬品・医療機器の創出等の拠点となる、臨床
研究中核病院(仮称)等の創設

② 独立行政法人医薬品医療機器総合機構の体制強化や、審査等の迅速化・高度化等の促進

の設定にお | えたイノベーションの らなる

算、診療報酬改定等により推進するとともに、医療法、薬事法等の改正についても検討を行う。予
¨

☆

¨

8.障害者施策
○ 総合的な障害者施策の充実については、制度の谷間のない支援、障害者の地域移行日地域生活の
支援等について引き続き検討し、来年の通常国会への法案提出を目指す。

地方単独事業を含めた社会保障綸付の全体像及び費用推計の総合的な整理

○ 地方単独事業を含め、財源構成に関わりなくその事業の機能・性格に着目した社会保障給付の全体像
の整理を行う。
・ 社会保障給付費としては、今後、lLO基準に則り、「法令に基づき事業の実施が義務づけられる個人に帰属
する給付」を対象とし、その際には財源構成に関わりなく把握する。
・ 社会保障給付費の範囲に入らない①事業の実施が義務づけられていない事業、②個人に帰属する給付以外
の給付に類似する事業、③施設整備費等を含め、社会保障に要する費用全体について把握する。



社会保障改革で目指す将来像 資料2～未来への投資(子ども。子育て支援 )の強化と貧日・格差対策の強化 ～

社会保障改革が必要とされる背景

非正規雇用の増加など
雇用基盤の変化

家族形態や地域の変化
人口の高齢化、

現役世代の減少
高齢化に伴う社会保障
費用の急速な増大

・高齢者への給付が相対的に手厚く、現役世代の生活リスクに対応できていない
・貧困問題や格差拡大への対応などが不十分
口社会保障費用の多くが赤字国債で賄われ、負担を将来世代へ先送り

癬 済あ変化に対蔽 ｀
社会保障の機能強化‐ _が本ゅらなる

改革のポイン「・
司〉 現役

世代も含めた全ての人が、より受益を実感できる社会保障制度の再構築

◆  共助・連帯を基礎として国民一人一人の自立を支援
◆ 機能の充実と徹底した給付の重点化・効率化を、同時に実施
◆  世代間だけでなく世代内での公平を重視
◆ 特に、①子ども。若者、②医療・介護サービス、③年金、④貧困・格差対策を優先的に改革
◆ 消費税の充当先を「年金・医療・介護・子育て」の4分野に拡大<社会保障4経費>
◆ 社会保障の安定財源確保と財政健全化を同時達成⇒2010年代半ばまでに段階的に消費税率を10%ま で引き上げ
◆  就労促進により社会保障制度を支える基盤を強化

・子ども・子育て
新システムの創設

医療・介護サービス

保障の強化/社会
保険制度のセーフ

ツ

・地域包括ケアシステムの

確立
・医療・介護保険制度の

セーフティネット機能の強化
・診療報酬・介護報酬の

同時改定

・求職者支援制度等の

第2のセーフティネット
の構築
・生活保護の見直し、
自立・就労促進
・総合合算制度の創設

多様な働き方を支え
る社会保障制度ヘ

・短時間労働者への

社会保険適用拡大
・新しい年金制度の検討

全員参加型社会、
ディーセント・ワーク
の実現

・有期労働契約法制、パート
タイム労働法制、高年齢者
雇用法制の検討

社会保障制度の
安定財源確保

・基礎年全国庫負担
1/2の安定財源確保
・消費税の引上げ

貧困・格差対策の

強化(重目的セーフ
ティネットの構築)

未来への投資
(子ども・子育て支援)
の強化



改革の方向性(D 未来への投資 (子ども・子育て支援)
～子ども・子育て新システムの創設～

■待機児童の解消や幼保…体化
■ 市町村が責任を持つて、地域の子育て支援を充実

子どもを生み、

育てやすい社会に

待機児童を解消く保育、放課後児童クラプを量的拡充)。 保育に携わる職員の専門性を高め、体制も強化

〔朧 肥 甲
牌
:ll[夕ど又「:iliiヱ]生たァ

ニ島層霊8万力
〕

質を保ちながら、保育の量を増やす (行政から「指定」されたこども園(仮称)等が保育を提供)
地域の状況を踏まえて、小規模な保育や保育ママなどの多様な保育を充実
放課後児童クラブを充実し、保護者が帰宅するまでの子どもの居場所を増やす

O地域でいきいきと子育てできるよう、支援を充実

ハ

・ 親子の相談・交流の場 (地域子育て支援拠点(子育てひろば等))や、子どもを一時的に預けることができる場所を
増やすなど、地域の子育て支援を充実
・ 妊娠中の人が安心・安全に出産できるよう、どこの市町村でも妊婦健診で必要な検査が受けられるようにする

O市町村が責任を持つて、地域の声を聞きながら、計画的に子育て支援を充実

0賞の高い学校教育・保育を一体的に提供できる仕組みを構築(幼保一体化)
・ 幼稚園・保育所の両方の良さをあわせもつ総合施設 (仮称)をつくる(施設の一体化)
。小学校就学前の子どもに対する学校教育や保育の給付を一つににども園(仮称)の創設、輸付の一体化))
→ 二重行政の解消、給付の一体化により、利用者・事業者・市町村、ともに使いやすい仕組みに

子ども。子育て新システムの創設について、来年の通常国会に法案提出。



改革の方向性 0 医療・介護サービス保障の強化

■

■
高度急性期への医療資源集中投入などの入院医療強化
在宅医療の充実、地域包括ケアシステムの構築

(人員 16倍
～2倍 )

包括的

マネジメント

。在宅医療連携拠点
・地域包括
支援センター
・ケアマネジヤー

・医療から介護への
円滑な移行促進
・相談業務やサニビス
のコーディネート

|どこに住んでいても、その人にとって適切な |
■医療・介護サービスが受けられる社会へ   .

括ケアシステム>
(025か所→ 2か所)|
・デイサービス など |

伏 口 1万人の場合)「
鷲看鑽

~｀

、   口日鐘       1 17→ 29人分 )ft軒、′́
j膏
鸞考

通院
・
　

護介
護

356～ 375人 )

・24時間対応の定期
巡回・随時対応サー
ビス (15人分)

※地域包括ケアは、
人口 1万人程度の
中学校区を単位と
して想定

在宅医療
・訪問看護

ー・介護予防

※数字は、現状は2011年、日標は2025年のもの

診療報酬及び介護報酬改定、新医療計画の策定、予算措置等を行うとともに、医療法等関連法の一部改正を順次行う
そのため、来年の通常国会以降速やかな法案提出に向けて関係者の意見を聴きながら引き続き検討する。

生活支援



改革の方向性 0  社会保険制度のセ…フティネット機能の強化
■

■

■

■

働き方にかかわらず、保障を提供
長期にわたり、高額な医療を受ける患者の負担を軽減
所得格差を踏まえた財政基盤の強化・保険者機能の強化
世代間・世代内の負担の公平化

0短時間労働者への厚生年金口健康保険の適用拡大
・厚生年金に加入することで、将来、基礎年金に加えて、
厚生年金の支給も受けられる
。健康保険に加入することで、傷病手当金、出産手当金を受けられる
・保険料の半分を事業主が負担するため、
国民年金・国民健康保険に比べて本人の保険料負担は軽減される

【保
険
料
負
担
】
【将
来
の
給
付
】

▼

基礎年金

月約66万円

保険料

月約21万円 ■

基礎年金

月約66万円
給付増

低所得の基礎年金受給者等へ給付を加算する
受給資格期間を短縮し、納付した保険料を年金受給につなげやすくする
産前日産後の休業期間中、厚生年金保険料の負担を免除する

共助=社会保険の
セーフティネット機能が
より強固に

0高額療養費制度の見直し
・長期にわたり高額な医療費がかかる患者ぽ

0
中低所得者の患者負担が軽減される。
※高齢者医療制度改革会議の取りまとめ等を踏まえ、高齢者医療
制度の見直しを行う

O難 病患者の医療費助成について、法制化も視野に入れ、助成対象の希少・
難治性疾患の範囲の拡大を含め、より公平・安定的な支援の仕組みの構築を目指す。

○ 国保・介護保険の財政基盤の安定化等
・市町村国保や介護保険の被保険者の低所得者の
保険料負担を軽減する
・国民皆保険の最後の砦である市町村国保への
財政支援の強化と、財政運営の都道府県 n
単位化を進め、財政基盤を安定化する

○ 物価スライド特例分の解消について、来年の通常国会に法案提出
〇 年金の最低保障機能の強化、高所得者の給付の見直しについて、税制抜本改革とともに、来年の通常国会への法案提出
に向けて引き続き検討する。
○ その他の項目については、来年の通常国会への法案提出に向けて、関係者の意見を聴きながら引き続き検討     4



改革の方向性 貧国・格差対策の強fヒ(重層的セーフティネットの構築 )

■ 働くことを希望するすべての人が仕事に就けるよう支援
■ 低所得者へきめ細かに配慮 (社会保障の綸付書による連遣性対策)

すべての国民が

参加できる社会ヘ

[~lFl増ζ};Li留 型彗t    s顆 の設定で、AIBを動卜ヽ ′ヽ 口i‐ l↑ [ヽ 4ヨ ロ し ′_●X′」蹂敏 Vノ ロヌ刃し ヽ 、 ,tr・・ て 半■″叫

拡大、低所得者対策の強化

|    ・雇用保険を受給できない人に対して、職業訓練をしながら給付金を受けられる制度で支援し、
フ    早期の就職を実現

: 鷹 」::|;:「
宅ず慧丈櫂輩卍電、生活支援から就労支援まで伴走型の一貫した支援を行う

卜 ● 生活保護を受けている人の就労支援
・生活保護を受けている人に対して、ハローワークと連携した支援により、早期の就労・自立を実現
※生活保護の不適正な受給の防止対策を強化

(参考図 )

社会保険・労働保険
合合算制度の創設、短時間労働者への社会保険適用拡大、低所得者対策の強

パーソナルサポート

○ 医療保険・介護保険の保険料の軽減措置について、来年の通常国会への法案提出に向けて、関係者の意見
を聴きながら引き続き検討する。
○ 生活困窮者対策と生活保護制度の見直しについて総合的に取り組むため、生活支援戦略 (名称は今後検討)
を策定する(24年秋目途)。
○ 生活保護を受けている方の就労・自立支援の推進、生活保護の適正化の徹底。

【医療保険】
○ 市町村国保の低所得者保険料
軽減の拡充等
(～約 2′ 200億 円程度 )

【介護保険】
01号保険料の低所得者保険料
軽減強化

(～約1,300億円程度 )

第1のネット

求職者支援制度  雀宮茎構貸付第2のネット

生活保護制度(就労支援等の機能の強化)



改革の方向性 (D    多様な働き方を支える社会保障制度ヘ

■ 短時間労働者への社会保険の適用拡大
■ 年金の第 3号被保険者制度の見直し
■ 在職老齢年金の見直し

■ 被用者年金の一元化

0在職老齢年金の見直し
・60代前半の人に関する調整限度額を、
60代後半の人と同じとすることを検討
・60代前半で年金を受けながらも、より働き

やすい仕組みにする

出産・子育てを含めた多様な生き方
や働き方に公平な社会保障制度ヘ

○被用者年金の一元化

・厚生年金に、公務員及び私学教職員も加入する

こと等を検討

※新しい年金制度の検討
・「所得比例年金」と「最低保障年金」の組合せからなる新しい年金制度の創設に向け、国民的な
合意に向けた議論や環境整備を進め、平成25年の国会の法案提出に向けて、引き続き検討する

短時間労働者への厚生年金・健康保険の適用拡大、産前・産後休業期間中の厚生年金保険料の保険料負担免除、
被用者年金の一元化について、関係者の意見を聴きながら、来年の通常国会への法案提出に向けて引き続き検討する
※支給開始年齢引上げは、将来的な課題として、中長期的に検討(来年の通常国会への法案提出は行わない。)

0短時間労働者への厚生年金口健康保険の適用拡大
O産前日産後休業期間中、厚生年金保険料の負担を免除する
・出産前後の経済的負担が軽減され、子どもを生みながら働きやすい環境を整える

O第3号被保険者制度の見直し
・新しい年金制度の方向性 (三分二乗)を踏まえ、不公平感を解消するための方策について検討

・●（
一



改革の方向性 0 全員参加型社会.ディーセント・ワークの実現

■ 若者をはじめとした雇用対策の強化
■ ヨF正規労働者の雇用の安定・処遇の改善 等

Oリト正規労働者の雇用の安定や処遇の改善に向けて、公正な待遇の確保に必要な施策の方向性を理念
として示す「非正規雇用ビジョン(仮称)」を策定

0有 期労働契約の利用ルールを明確化
0パ ートタイム労働者の均等口均衡待遇をさらに推進
0希 望者全員の65歳までの雇用確保策を検討
0新 卒者やフリーター等の就職支援を強化
0求 職者支援制度で早期の就職を支援

非正規労働者が、十分に能力を発揮し、安心して働くことができる

希望者全員の65歳までの雇用が確保される制度ヘ

未来を担う若者の安定雇用を確保

誰もが働き、安定した生活を
営むことができる環境ヘ

『
ｒ

・ 特に、近年増加している非正規労働者への対応が重要。
※ 2010年の非正規の職員・従業員割合は、比較可能な2002年以降で最高の水準 (3440/o)。

０
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０
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改革の方向性 (D      社会保障制度の安定財源確保

■ 消費税の使い途を、現役世代の医療や子育てにも拡大
■ 基礎年金の国庫負担割合 2分の 1の確保や、
社会保険料の低所得者対策
■ 社会保障の費用は、消費税収を主要な財源として確保

/社
会保障制度を持続可能な
ものにし、また機能を強化し
て、安心して暮らせる社会に

現役世代への支援を強化し、
あらゆる世代が広く公平に
社会保障の負担を分かち合う

負担をあらゆる世代で

分かち合い、将来世代に
先送りにしない

0,肖費税収の使い途を、現在の高齢者3経費(基礎年金、老人医療、介護)から、
社会保障4経費(年金、医療、介護、子育て)に拡大

○ 基礎年金の国庫負担割合2分の1を確保、低所得者の医療保険料軽減など

02010年代半ばまでに段階的に消費税率(国・地方)を 10%まで引き上げ

子育てや家族に関係する
支出を拡大し、すべての

世代が、負担に納得感を

０

０
基礎年金国庫負担2分の1の恒久化について、必要な法案を来年の通常国会に提出
消費税を含む税制抜本改革を実施するため、平成23年度中に必要な法制上の措置を講じる:



| ・

|1          消費税
5%ヨ i上げによる社会保障制度の安定財源確保         .I

■ 2010年代半ばまでに段階的に消費税率(国・地方 )を 10%まで引き上げ
■ 消費税収の使い途を、現在の高齢者3経費(基礎年金、老人医療、介護 )から、社会保障4経費
(年金、医療、介護、子育て)に拡大

■ 消費税の使途の明確化(消費税収の社会保障財源化 )

■ 消費税収は、全て国民に還元し、官の肥大化には使わない

全世代対応型の社会保障を充実する
2。 7兆円

_ (充 実3.8兆円>重点化
口効率化1.2兆円)

機能強化     3%相 当

ル ■1」L‐ L― |_お :′ ■ ―・硼 反 臥 早 l―汗 フ唱

・高齢化等に伴う増
_を A● ′ ヽ ― ■ ′古 _… `‐
十 S・″乙刀 Vノ lヽコ 中 輛 ′

―※税制抜本改革実施までの2分の1財源

′

Y金 響
度の持続可能性を確保する



数値で見た主なサ…ビスの拡充

【子ども口子育て】
′

1用

‖

留 呂 む

平成22(2010)年   平成26(2014)年
○地域子育て支援拠点事業    7100か所    ⇒ m∞か所

(市tD村単独分含む )

○ファミリー・サポート・センター事業 637市町村   → 950市町村

○一時預かり事業        延べ348万人(2118年 )⇒ 延べ3952万人

○平日昼間の保育サービスc可保■

(3歳未満児の保育サービス利用率)r
O延長等の保育サービス
○認定こども園

0歳曇後県青クラブ

平成 22(2010)年   平成 26(2014)年
所■) 215万 人   ⇒   241万 人
(75万 人 (23・.))(102万人 (35%,,

X平成29年 (2017年 )には118万人 (44・ .)
79万 人     ⇒   96万 人
358か所 ooo9年 )→   2000か 所以上
81万人     ‐   111万 人  ノ

【介護】

護】

病床数、平均在院日数

医師数

看護職員数

在宅医療等 (1日 あたり)

利用者数

在宅介護

うち小規模多機能
うち定期巡回。随時対応型サービス

居住系サービス

特定施設
グループホーム

介護施設

特養
老健(+介護療養)

介護職員

訪問看護(1日 あたり)

107万床、19～ 20日 程度

29万人

141フ5

17万 人分

426万人

304万人分
5万人分

31万人分
15万人分
16万人分

92万人分
48万人分 (うちユニット12万人 (26%))
44万人分 (うちユニット2万人 (4%))

140万人

28万人分

【高度急性期】 22万床 15～ 16日 程度

【一般急性期】 46万床9日程度

【亜急性期等】 35万床 60日程度

32～ 34万人

195～ 205万人

29万人分

641万人 (1.5倍 )
。 介護予防・重度化予防により全体として3%減
。 入院の減少 (介護への移行):14万人増

449万人分 (15倍 )
40万人分 (81倍 )
15万人分 (― )

61万人分 (20倍 )
24万人分 (16倍 )
37万人分 (23倍 )

131万人分 (1.4倍 )
72万人分 (15倍 )(うちユニット51万人分 (70%))
59万人分 (13倍 )(うちユニット29万人分 (50%)

232万人から244万人

49万人分
10


